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別紙２ 

商用車等の電動化促進事業（建設機械）に要する経費所要額精算調書 

１．経費実績額 

 

所要経費 

① 

(1)総事業費 (2)寄付金その他の

収入 

 

(3)差引額 

(1)－(2) 

 

20,000,000円 0円 20,000,000円  

２．総事業費実支出額内訳 

経費区分・費目 金  額 積  算  内  訳 

（記載例） 

補助対象GX建設機械購入金額 

内訳 

〇標準装備 

 

 

 

 

〇オプション 

 

 

 

 

 

3,500,000円 

 

 

 

 

500,000円 

 

 

 

※機械名と一台あたりの金額を記載 

 

  補助対象経費 

 

 

＊値引きがある場合内訳にGX建設機械本体の 

値引きを明確化する 

 ＊内訳明示が無い場合は、全て本体の値引きと 

  して処理します 

 

小  計 4,000,000円  

合  計 20,000,000円  事業として取得台数分の合計 

 

 

所要経費

② 

(4) 補助対象経

費額 

(5) 基準額 

 

(6) 導入台数 

 

(7) 機種毎基準額の

合計   

（5）×(6) 

3,500,000円 733,000円 5台 3,665,000円 

 

● 補助金所要額 

 所要経費①の(3)と、機種毎各葉の所要経費②の(7)の合計額を比較して少ない方の額とする。 

  補助金所要額（補助金交付申請額）        3,665,000  円 

● 過不足額 

  補助金所要額（補助金交付申請額）から補助金交付決定済み額を減じた額 

  過不足額                        0   円 

 

注１ 所要経費①には同一事業における総事業費等を記載する 

注２ 複数機種を取得する場合は機種毎に別葉とするが、所要経費①については１枚目のみに各 

  葉分を合計して記載する 

注３ 所要経費②には同一事業における取得予定の機械の基準額等を記載する。 

注４ 複数機種を取得する場合は、注２と合わせ機種毎に別葉とする  
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注５ 本内訳に、積算内容が確認できる注文書及び請求書等を添付する。また、リース、レンタル 

事業に導入する場合は、補助金相当額が料金の低減に反映されていることを明示する資料を添付 

する  


